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平成 18年度 重点研究テーマ申請書（1/3） 
 

研究番号： 申請年月日 平成 18 年 4月 18日 

(1) 研究テーマ名（和文） 
船舶運航における OJTに関する研究 
－OJTの役割と実施・評価に関する研究－ 

(2) 研究テーマ名（英文） 
Study of On-the-job Training in the Field of Ship Operation 
－ A Study on Role, Execution and Evaluation of OJT － 

(3) 研究期間 平成 18年 4月  より  平成 22年 3月 までの  4年間 
(4) 研 究 担 当 者 

-代表者に◎印- 

  -主査に○ 

◎淺木健司   
専門別分担（○印は主査） 
・ 航法・計器に関すること 
○新井康夫、大野 実、田口幸夫、奥田成幸 
岡本康裕、千頭 亨 

・ 運用に関すること 
○長畑 司、淺木健司、山本一誠、宮谷和男、品川史子 

・ 運航に関すること 
○堀 晶彦、北川哲男、増田憲司、西村常雄、関 祐一

岩元省吾 
  ・コミュニケーションに関すること 

○川崎真人、田中賢司、杉田和巳 
(5) 所    属 

-共同研究者が学外の場合- 
 

(6) 研 究 の 分 類 A     B     C     D     ○E     F     G 

(7) 研究目的と概要  



船舶の運航技能習得においては、船員のライフサイクルの中で繰り返し実施される教育・訓練と

共にOJTの果たす役割が大きく、その効果は、多くの場合担当者の技量や経験に依存するのが実情
である。 

 しかしながら、昨今の混乗化や少人数化、海上勤務期間の短縮や過密な運航スケジュールの下で

は、かつてのようなOJTの実施は困難であり、そのノウハウの伝承が途絶えつつある。その結果、
現場からは、OJTにおける指導者育成や、指導法の教授に対する要望が聞かれる。 
 船員の教育・訓練は、OJTとの組み合わせにより、初級航海士から船長に至るまで各職種毎に必
要な技能の習得を目的に階層的に実施されるため、両者の特徴を活かしたシステム及びカリキュラ

ムがあれば効果的な技能取得が可能となる。 

 本研究は以上の点に鑑み、OJTを体系化して一つの指針を提示しようとするものであり、具体的
には下記の内容について調査、分析、開発を行う。 

 

１．OJTの実態調査 
（実施内容、実施計画、実施期間、実施方法、評価方法） 

１）船舶運航における過去のOJTの実態と現状の把握 
２） 海事関連分野におけるOJT 
   

２．船舶運航現場における問題点調査 

１）ヒヤリハット事例の収集と分析 

２） 運航実務教育の実施と問題点の抽出 

 

３．船舶運航分野におけるOJTプログラムの開発 
１）船員技能要件の調査と系統化：船種別、職種別等技能要件 

２）指導方法・評価方法の提案 

３） 指導者育成プログラムの開発 

４） 教育・訓練手法及びスキームの開発 

５） OJT Record Bookの提案 
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(8) 期待される効果  
 船舶運航におけるＯＪＴの効果は、指導者の経験や技量に依存するところが大きく、系統的な指導法

が確立されていないのが実状である。従来のように長期間の乗船勤務の中で、必要な技能を経験的に習

得しそれを伝承するといった環境が期待できない今後においては、ＯＪＴと陸上での実務教育・訓練と

をリンクさせた訓練プログラムを有することが必要である。そのためには従来とは異なった視点での、

指導者育成をも含めた総合的な教育訓練手法の開発が急務となり、本研究が担う役割は大きい。本研究

は、「(7) 研究目的と概要」で述べた個々の項目における成果が、船員教育にそのまま活用できるほか、

下記の効果が期待できる。 

(1) 陸上における教育・訓練によって習得可能な技能と OJT によってのみ可能なものとの区別が明確に

なり船員の育成プログラムに反映することができる。 

(2) 船舶運航と教育・訓練の関連性を体系付けることができ、今後の技術革新に伴う教育訓練プログラ

ム開発に応用できる。 

(3) 船員教育・訓練におけるトータル的プログラムを提示できるため、開発途上国に技術援助を行う場

合のガイドラインとなり得る。 

(9) 研究実施項目の計画と予算 経過年度については実績 
 実施項目実績/実施予定項目 予算使用実績/予定額（万円単位） 
実態調査 

・ 船舶運航及び海事関連分野におけるOJTに関する情
報収集 

・ 船員技能の評価に関する実態調査 
・ ヒヤリハット事例の収集 
・ ＯＪＴ指導者の現状調査 
教育・訓練の実施と問題点の把握 
運航実態に係るもの 
・ ヒヤリハット事例 
・ 訪船指導 
教育・訓練に係るもの 
・ 実務教育・訓練の実施、検証、評価 
・ ＯＪＴとの関連性     
研究成果のまとめ 
  ・ＯＪＴの実態報告 
研究成果発表（国際会議等） 
 

初

年

度 

 

関連図書・資料    ５０万円 
消耗品        ２０万円 
調査旅費       ５０万円 
（国内外、乗船も含む） 
成果発表旅費     ５０万円

（国内外） 
謝  金       ３０万円 

 
 
小計２００万円 

実態調査 

・ 船舶運航及び海事関連分野におけるOJTに関する情
報収集 

・ 船員技能の評価に関する実態調査 
・ ヒヤリハット事例の収集 
  ・ ＯＪＴ指導者の現状調査 

二

年

度

目 

調査内容の分析 

・ 船舶運航現場における問題点の系統化 

・ 船員技能要件の系統化 
・ ＯＪＴ実施項目及び手法の系統化 
・ 指導者と育成方法の系統化 
・ 船員の教育訓練評価の系統化 

関連図書・資料    ２０万円 
消耗品        ２５万円 
調査旅費       ５０万円 
（国内外、乗船も含む） 
研究発表旅費     ５０万円 
 （国内外） 
謝 金        ３０万円 
 
 

 
小計１７５万円 



 研究成果のまとめ 
  ・ ＯＪＴ及び訪船指導の実践報告 

 

  研究成果発表（国際会議等） 

 

現状調査 

・  国内外における教育訓練、教材及び機材の現状に関

する実態把握 

  ・  資料収集 
調査内容の分析 

・ 船舶運航現場における問題点の系統化 

・ 船員技能要件の系統化 
・ ＯＪＴ実施項目及び手法の系統化 
・ 指導者と育成方法の系統化 
・ 船員の教育訓練評価の系統化 
ＯＪＴプログラムの提示 

・ インストラクター育成プログラム例の提示 
・ 教育訓練プログラムの提示  
研究成果のまとめ 

・ ＯＪＴ及び訪船指導の実践報告 

三

年

度

目 

研究成果発表（国際会議等） 

関連図書・資料    ２０万円 
消耗品        ２５万円 
調査旅費       ５０万円 
（国内外、乗船も含む） 
研究発表旅費     ６０万円 
（国内外） 
謝 金        ３０万円 
 

 
小計１８５万円 

教育訓練評価手法の開発 

・ OJT の実践及び評価プログラムの作成 

・ 対指導方法評価プログラムの作成 
・ 対指導者評価プログラムの作成 
・ 船員教育・訓練プログラムの提示 
資料収集と調査 

  ・ 評価に係る資料収集 
研究成果のまとめ 

  ・ 調査内容の分析及びまとめ 
研究成果発表（国際会議等） 

関連図書・資料    ２０万円 
消耗品        ２５万円 
調査旅費       ２０万円 
（国内外、乗船も含む） 
研究発表旅費     ６０万円 
（国内外） 
謝 金        ２０万円 
印刷費        ６０万円 

 
小計２０５万円 

四

年

度

目 

総計      ７６５万円 
 (11) 研究成果発表実

績  

発表年月日 題名・発表学会名・発表論文誌名等 
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 申請年月日 平成 18年 1月 15日 

(1) 研究テーマ名（和文） SMS ・ETM船員教育訓練の研究 

(2) 研究テーマ名（英文） Study on SMS/ETM for MET of Seafarers  

(3) 研究期間 平成 18年４月１より  平成 21年３月 31までの  ４年間 
(4) 研 究 担 当 者 

-代表者に◎印- 

  -主査に○ 

◎機関科長 ○ 伊丹良治 ほか 機関科教官全員 

(5) 所    属 

-共同研究者が学外の場合- 
 

(6) 研 究 の 分 類 A     B     C     D    ○E     F     G 



［研究の目的］ 
 
「船舶の安全な運行および汚染の防止のための管理に関わる国際規則(ISM 規則＝国際安全管理規
則)」は、国際海事機構の A.731(18)決議により、1993年 11月に採択された。この規則の目的は、
船舶の安全な管理・運行および海洋汚染防止に関する国際的な基準を提供することであり、これは

1998年 7月 1日に義務となった。 
船舶管理は、検査体制・技術レベル・情報共有化・保守整備実務および現場実習教育などのファ

クターがシステム上で相互連携していなければ、その相乗効果を得ることは出来ない。 重大海難

事故の主要因は単に船が古いというだけでなく、加えてこれら機能を十分に生かしていないところ

にあろうと思われる。既存船の診断と延命計画を早く策定し同時に実施しなければ、多くの船舶で

運航に支障を来すことは容易に予想される。これまでの海技大学校における教育と訓練には人命の

安全や船舶の事故軽減に重点をおいたものよりは基礎教育や海技免状の取得に向けた船員の再教育

に重点を置いたものであったが、研究分野に於いては上記の船舶の安全な管理・運行および海洋汚

染防止についても今後より必要な研究分野となっている。 
海技大学校においては、船員教育訓練用機材として、本校に機関室シミュレータが設置されて以

来、これを用いた訓練手法や訓練評価等に関する検討を継続しながら教育訓練に活用してきた。 
この間、我が国外航商船隊の動向は運航形態が混乗船へと移行、これに伴った外航船員の急激な減

少や船員の役割の変化が生じてきた。 
一方内航船においても、今後の少子化に伴う人員確保の困難に備えた教育訓練や、団塊の世代を

中心とする経験豊かな船員が定年年齢に達し急激に減少することから、海技の伝承はもとより、必

要とされる基礎海技力の低下が危ぶまれている。 
このような背景から、今後船員教育機関に対して求められる主な使命として、ISM CODEに沿っ
た個々の船員の資質向上、船舶管理能力の向上、船種毎の標準化した運転管理基準の整備などの研

究が重要と考えられる。 
また、外航海運船社では少数精鋭の機関士を必要としており、優秀な船員を養成するための教育

訓練システムにおけるシミュレータ訓練の役割を明らかにし、その特質を活かした、有効かつ合理

的な船員教育訓練システムを構築することにより、優秀な船員の育成とその結果もたらされる船舶

の安全運航に寄与することを目的とした訓練や、シミュレータを活用した船舶の運航技能習得や当

直業務の疑似体験を行わせることによって即戦力の船員養成にも活用することを目的とした訓練が

海技大学校に求められている。 
以上のことから機関系船員の教育と訓練においては上記の個々の船員の資質向上と共にグループ

の連携による船舶管理や、予防保全計画、事後保全対応は個別の能力開発以上に人命の安全と船舶

の堪航性、即応性の向上に寄与することからチームトレーニングによる精鋭の機関士を短期間に養

成できる教育訓練システムの確立が必要と考えられる。 
 
［研究の概要］ 
 
  本研究は、主に船舶管理並びに ETM(Engine Room Teem Management)の研究を ISM CODE並
びに機関室シミュレータなどを活用した船員教育訓練システムの確立により、船舶運航技術の向上

並びに優秀な船員確保に寄与することを目的とした研究を行う。  
 
船舶管理関連 
① 効果的な船舶管理教育手法の確立 
② 船舶管理教育ﾃｷｽﾄの作成 
③ 船舶管理に必要な実務訓練手法の研究 
 
ETM 関連 

① 少数精鋭の機関士を短期間に養成するための効果的なシミュレータによる ETM 教育訓練手

法の確立 

② 即戦力となる内航船員の養成のための ETM 教育訓練手法の確立 

③       学習支援教材の開発 

④  機関実務訓練における ETM 手法の研究 
⑤ ヒューマンエラーの減少に貢献するよる教育訓練手法の確立 

⑥ 多人数に対するシミュレータを使用した教育訓練手法の確立 
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(8) 期待される効果  
 研究成果の船員教育への反映 
本研究は、効果的な船舶管理教育手法を開発することと、船員の教育訓練の中でシミュレータ訓練の役

割を明らかにし、その特質を活かした有効かつ合理的な教育訓練システムを構築し、優秀な船員の育成

とその結果もたらされる船舶の安全運航に寄与するものである。 
本研究を実施することにより以下のような効果が期待される。 
船舶管理関連 
① 効果的な船舶管理教育手法の確立 
② 船舶管理教育ﾃｷｽﾄの出版 
③ 船舶管理に必要な実務訓練の導入 
 
ETM 関連 

① 少数精鋭の機関士を短期間に養成するための効果的なシミュレータによるETM教育訓練手法の

確立 

② 即戦力となる内航船員の養成のための ETM 教育訓練手法の確立 

③      学習支援教材の開発 

④    機関実務訓練における ETM 手法の確立 
⑤  ヒューマンエラーの減少に貢献するよる教育訓練手法の確立 
⑥ 多人数に対するシミュレータを使用した教育訓練手法の確立 

 
(9) 研究実施項目の計画と予算 経過年度については実績 
 実施項目実績/実施予定項目 予算使用実績/予定額（万円単位） 
機関室シミュレータを活用した教育訓練手法の研究 
自学自習のための教育訓練手法の研究 
シミュレータに関する文献及び資料収集 
船舶管理資料収集 
船舶管理現状調査 

初

年

度 

研究成果発表（国際学会） 

データ管理用プリンタ ５０万円 
関連書籍・資料    １０万円 
研究発表旅費     ４０万円 
消耗品        １５万円 
調査旅費      １１０万円 
 
     小計 ２０４．５万円 

外航・内航の機関士の職務内容に関する実地調査 
効果的な機関士対する ETM シミュレータ教育訓練手法の研
究 
船舶管理に関する文献及び資料収集 
海外における PSC船舶管理の実態調査 
研究成果発表（国際学会） 

二

年

度

目 

 

関連書籍・資料    １０万円 
研究発表旅費     ６０万円 
消耗品        １０万円 
調査旅費      １００万円 
        

小計 １８０万円 

ヒューマンエラーとシミュレータ教育訓練との関わりの研究 
船舶管理教育ﾃｷｽﾄの作成 
船舶管理に必要な実務訓練指導書の作成 
ヒューマンエラーに関する内外の文献、資料収集 
研究成果発表（国際学会） 

三

年

度

目 

 

関連書籍・資料    １０万円 
研究発表旅費     ５０万円 
消耗品        １０万円 
調査旅費       ４０万円 
ソフト        ３０万円 
       小計 １４０万円 

船舶管理教育ﾃｷｽﾄの作成 
ETM教育訓練手法の研究 
研究成果発表（国際学会） 
報告書作成 
 

四

年

度

目 

 

関連書籍・資料    １０万円 
研究発表旅費     ５０万円 
消耗品        １０万円 
調査旅費       ４０万円 
ソフト        ３０万円 
       小計 １４０万円 

 総計 ６６５万円 



 

(11) 研究成果発表実績  
発表年月日 題名・発表学会名・発表論文誌名等 
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平成１８年度 重点研究テーマ申請書（1/3） 

 申請年月日 平成 18年 1月 5日 

(1) 研究テーマ名（和文） 機関室高度監視システムに関する研究 

(2) 研究テーマ名（英文） Engine Room High performance Monitoring System 

(3) 研究期間 平成 18 年 ４月  より 平成 22年 ３月 までの ４年間 
(4) 研 究 担 当 者 

-代表者に◎印- 

  -主査に○ 

◎機関科長、○前田 潔、機関科教官 

(5) 所    属 

-共同研究者が学外の場合- 
 

(6) 研 究 の 分 類 A    ○ B     C     D     E     F     G 

(7) 研究目的と概要  
 中国特需等の要因で、昨今の日本の海運業界は好況に沸き、大量の船舶発注をしている。このよ

うな好況の陰で、実際運航されている外航船舶の乗組員は、ほとんど外国人である。現場の船舶運

航を外国人船員に任せ、経験及び知識が豊富な日本人船員は本社等で船舶管理者として船舶の運航

を援助している。最近は船陸間通信などを利用して、運航している船舶のデータを船舶から陸上の

本社に送り、本社で解析し船舶に指示を与えるのが一般的である。 
 一方、マラッカ海峡等における海賊の出没回数が増加し、船舶の安全運航に脅威を与えている。

さらに米国における同時多発テロを発端にして 2004 年 7 月に発効した改正 SOLAS 条約では、船
舶保安管理者の乗船を義務付け、外航船舶の保安体制の確保を強化している。 
このように外航船舶を取り巻く環境は、年々変化してきているが、船舶機関士の基本的な業務で

ある機関室当直については本質的なところは変わっていない。機関士が五感を使って各機器の運転

状況を把握し、必要な処置を行う業務は今も昔も同じである。さらに昨今は、加えて保安体制の確

保も遂行しなければならない。しかし少人数で運航されている船舶において、すべての外国人及び

日本人機関士が経験豊かで技量も高いとは限らない。さらにMO時などの保安体制の確保に疑問が
残る。 
そこで主として船舶機関士の当直業務を行う機関室高度監視システムに関する研究を行う。同監

視システムは、定期的に機関室の中を自律的に巡視する機械と同機械に取り付けられた各種センサ

ーから送られてくる各種情報をディスプレイ等に再現する装置により構成されている。当直機関士

及び本社の担当者は当該データに基づきプラントの保全あるいは修理箇所等を決定する。また同シ

ステムは、不審者の情報を取得できるように、人間が入り込めない危険な場所も定期的に巡視して、

もし不審者がいたら自身のセンサーで感知し、当直機関士に通知できるようにする。   
初年度は、機関室高度監視システムとして必要な機能用件について調査検討する。また、陸上で

研究または実用化されている同様なシステム開発技術から船舶用に適用可能な技術を検討する。特

に機器の異常検出・診断のために必要なセンサーの選定及びその試験的基礎実験を海技丸等の実船

で実施する。更に将来的には同システム自身が自立的に機器の故障箇所、原因等を発見及び判断し、

適切な処置を行えるようにすることも考えている。 
この研究活動を通じて、教官が最新の電子制御技術、センサー技術などの知識に習熟し、授業、

実習、演習などの教育に反映することが可能となる。最新の技術及び知識を学生に付与することは

再教育機関の使命である。 



(様式 研-01) 

平成１８年度 重点研究テーマ申請書（2/3） 

(8) 期待される効果  
・ 機関室高度監視システムへ複数のセンサーを搭載して、機関室の巡視を行わせることにより、固定

カメラや一点計測のセンサーでは、死角ができたり計測ができなかったりした箇所でも各種情報が

取得できる。 
 
・ 熱伝対温度計では、点でしか温度を測れないが、サーモグラフィ等のセンサーを同システムに搭載

して、定期的に機関室を巡視すると面で温度変化を知ることができ、広範囲な予防保全が期待でき

る。 
 
・  人間が入り込めない危険な場所も定期的に巡視して、不審者の発見を行うことにより保安体制の確
保が期待できるとともに普段、巡視が困難な機器の保全も期待できる 

 
・ 教官が、最新の電子制御技術、センサー技術などの知識を習得し、授業、実習、演習などの教育に

反映することが可能となる。 



(様式 研-01) 

平成１８年度 重点研究テーマ申請書（3/3） 

(11) 研究成果発表実績  
発表年月日 題名・発表学会名・発表論文誌名等 
  
  
  
  
  
  
  
 



(様式 研-02) 

平成１８年度 一般研究テーマ申請書（１/２） 

 申請年月日 平成 17年 12月 22日 

(1) 研究テーマ名（和文） AISと ARPAのデータの整合性に関する検討 

(2) 研究テーマ名（英文） 
Basic Study on the 3D Visual System for Multiple Eye Points 

 

(3) 新規及び継続研究 

 

新規 （新規研究の場合○印） 
継続  平成１５年４月より継続 （研究番号 03-003-3  ） 

(4) 研 究 担 当 者 

-代表者に○印- 
○新井康夫、奥田成幸 

(5) 所    属 

-共同研究者が学外の場合- 
 

(6) 研 究 の 分 類 ○A      B     C     D     E     F     G 

(7) 研究目的と概要  
ＡＩＳにより取得されるデータをＡＲＰＡ上に重畳表示することができる。しかしながら、ＡＩＳは

各船が作成したデータ、すなわち自己申告されたものであるのに対し、ＡＲＰＡは自船のレーダ情報か

ら作成したデータである。このためデータ内容はじめデータ周期などにも違いが生じる。これらについ

て、シミュレーションならびに実船データを通して、整合性について考察する。 
 

(8) 研究項目と実施方法（本年度のみ）  項目(11)の必要経費の検討に必要です。 

項   目 
 実  施  方  法 
データ収集 海技丸実船データ、陸上での受信環境調査 

解析 AIS 受信環境の分析 

成果発表 海外（欧州） 

アルゴリズム開発 レーダ映像との融合に関する手法の開発 

成果発表 海技大学校研究報告 

  

  

  

 



(様式 研-02) 

平成１８年度 一般研究テーマ申請書（２/２） 

 代表者氏名 新井 康夫 
(9) 期待される効果  

AISとARPAのデータに違いについては定性的に解析できているが、運航上、具体的にどの様な影響を
与えるかは未知の部分が多い。AISが完全に普及する前に、これらの影響を整理し、AISを十二分に活用
していくための材料を提供できる。教育訓練に対しての効果は、効果的にかつ効率よく相手船の情報を

AISにより収集できるかを、活用できるためにAISの利点欠点を整理し、学生に対してのみならず、船長
や航海士に対しても安全運航の立場から、AISから得られる情報とその確かさの判断能力を培うことが
できる。また、既に研究機材（受信専用AIS）を実データ収集している以外は、研修や授業に活用して
いる。 

(10)成果の発表見込 平成 1８年度 平成 1９年度 平成２０年度 
発表レベル※ L1   L2   L3   L4 L1   L2   L3   L4 L1   L2   L3   L4 

1st name による発表 □  ☑  □  ☑ □  □  □  □ □  □  □  □ 
(12) 発表実績 

（H18.3.31 までの予定も含む） 

継続研究の場合、平成 1７年度中の成果発表を記入。 

年月日   発表論文誌名・学会名                                  レベル※      1st name 
平成 17年 12月提出「大阪湾周辺における UAISの運用状況」海技大学校研究報告 L1   L2   L3   L4  □ 

L1   L2   L3   L4  □ 
L1   L2   L3   L4  □ 
L1   L2   L3   L4  □ 
L1   L2   L3   L4  □ 

※ L1:学位論文、査読付学会論文誌発表  L2:国際学会講演発表 
 L3:国内学会講演発表    L4:海大研究報告 
 1st nameによる発表の場合には□にチェックを入れる 



(様式 研-02) 

平成１８年度 一般研究テーマ申請書（１/２） 

 申請年月日 平成 17年 12月 22日 

(1) 研究テーマ名（和文） レーダ偽像発生アルゴリズムの研究 

(2) 研究テーマ名（英文） Study on RADAR False Echoes Generation Algorism 

(3) 新規及び継続研究 

 

新規 （新規研究の場合○印） 
継続  平成 16年４月  より継続 （研究番号 04-001-2 ） 

(4) 研 究 担 当 者 

-代表者に○印- 
○新井康夫、奥田成幸 

(5) 所    属 

-共同研究者が学外の場合- 
 

(6) 研 究 の 分 類 ○A      B     C     D     E     F     G 

(7) 研究目的と概要  
レーダを船舶運行にて用いる場合、映像判読技術には熟練を要する。とくに、内海のように狭くて、

輻輳度の高い海域においては、レーダ映像が複雑になり、その判読に時間を要することが多く、安全航

行を妨げる要因になる。近年において、ARPAが普及し、相手船の動向が自動的につかめることになっ
てきているが、前述のような海域では、レーダ映像の複雑さにより相手船のエコーを見失ったり、他の

映像のデータとすりかわったりする。この要因の一つに、レーダ偽像が挙げられる。 
レーダ偽像の発生メカニズムは、原理的には鏡反射に究極されるものが大半であるが、対象物の形状

などが複雑であるがゆえに、そのメカニズムを再現することは非常に困難である。本研究では、そのメ

カニズムを地形などの対象物を量子化することにより、アルゴリズムを求めるとともに、その有効性の

確認を行うものである。 

(8) 研究項目と実施方法（本年度のみ）  項目(11)の必要経費の検討に必要です。 

項   目 
 実  施  方  法 
データ収録 海技丸などでの実船データ収録 

解析 反射レベルの測定方法確立 

アルゴリズム開発 現在の方法に対して改良を加える 

成果発表 海技大学校研究報告 

  

  

  

  

 



(様式 研-02) 

平成１８年度 一般研究テーマ申請書（２/２） 

 代表者氏名 新井 康夫 
(9) 期待される効果  
本研究では、レーダ偽像発生のアルゴリズムを開発する。これにより、偽像抑制システムの提案や ARPA
での偽像による誤動作防止に寄与できるものと期待する。また、映像判読技術の訓練のみならず、レー

ダ映像の複雑な海域での視界制限状態における避航操船の習熟訓練にも大いに寄与できる。研究を進め

ていく段階で得られたレーダ映像に関する知見や実例（偽像の特徴や実際の現れ方など）は、講義や研

修に対して活用できる。 
 
(10)成果の発表見込 平成 1８年度 平成 1９年度 平成２０年度 

発表レベル※ L1   L2   L3   L4 L1   L2   L3   L4 L1   L2   L3   L4 
1st name による発表 □  □  □  ☑ □  □  □  □ □  □  □  □ 

(12) 発表実績 

（H18.3.31 までの予定も含む） 

継続研究の場合、平成 1７年度中の成果発表を記入。 

年月日   発表論文誌名・学会名                                  レベル※      1st name 
22,July,2005 “Study on Radar False Image Generation on using ３D-CG”, 5th Asian Conference on 
Marine Simulator & Simulation Research                            L1   L2   L3   L4  ☑ 

L1   L2   L3   L4  □ 
L1   L2   L3   L4  □ 
L1   L2   L3   L4  □ 

※ L1:学位論文、査読付学会論文誌発表  L2:国際学会講演発表 
 L3:国内学会講演発表    L4:海大研究報告 
 1st nameによる発表の場合には□にチェックを入れる 



(様式 研-02) 

平成１８年度 一般研究テーマ申請書（１/２） 

 申請年月日 平成 18年 4月 18日 

(1) 研究テーマ名（和文） 
海洋生物の船体付着の影響に関する研究 II. ムラサキイガイの接
着物質の合成的研究 

(2) 研究テーマ名（英文） 
Synthetic Studies of Marine Adhesive Peptides in the Mussel, 
Mytilus edulis L. 

(3) 新規及び継続研究 

 

新規 （新規研究の場合○印） 
継続  平成 16年 4月  より継続 （研究番号 04-002） 

(4) 研 究 担 当 者 

-代表者に○印- 
○岩井道夫 

(5) 所    属 

-共同研究者が学外の場合- 
 

(6) 研 究 の 分 類 A    B     C     D     E     F     G 

(7) 研究目的と概要  
海洋の建造物や漁網、船底などに付着して生息するフジツボ類、イガイ類およびクラゲ類等の海洋

付着生物は被付着海洋材料に多大な損傷を与えると同時に経済効率の低下の要因となっている。 本
研究では従来から最も被害の多いイガイ類（例 J.W.Waite, J.Biol.Chem.,258,2911-2915(1983)）
の分泌する蛋白質性接着物質の構造―活性相関を検討し付着のメカニズムを解明する。 更に付着

阻害・忌避作用物質の検索を行い環境にやさしい防汚材料の開発を行う。 また、これらの合成的研
究を通して新規接着材料としての有効性も併せて検討する。 
 

(8) 研究項目と実施方法（本年度のみ）  項目(11)の必要経費の検討に必要です。 
項   目 実  施  方  法 

文献・情報収集 日本付着生物学会総会、研究集会および日本ペプチド学会等に出席

して本研究遂行のための情報を収集する（継続）。 

接着物質の化学合成法の検討 ムラサキイガイの接着物質中間体の好収率合成を行なう（継続）。

接着物質の化学合成 ムラサキイガイの接着物質の化学合成を試みる（継続）。 

合成接着物質の物性 合成ムラサキイガイ接着物質の物性測定法を検討する（継続）。 

  

  

  

  

 



(様式 研-02) 

平成１８年度 一般研究テーマ申請書（２/２） 

 代表者氏名 岩井道夫 
(9) 期待される効果  
船舶の運航に多大な被害を与える船底付着生物であるムラサキイガイの接着機構を明らかにすると同

時にその接着阻害作用物質を検索することは有機スズ化合物等の有毒環境汚染物質に依存している防

汚剤から脱却し環境にやさしい船底塗料の開発を可能にする。更に海中におけるバイオ接着素材開発の

可能性を探る。 
 

(10)成果の発表見込 平成 1６年度 平成 1７年度 平成 1８年度 
発表レベル※ L1   L2   L3   L4 L1   L2   L3   L4 L1   L2   L3   L4 
1st name による発表 □  □  □  □ □  □  □  □ □  □  x □ 
(12) 発表実績 

（H18.3.31 までの予

定も含む） 

継続研究の場合、平成 1７年度中の成果発表を記入。 
（実験結果の詳細な検討および整理中により未発表） 

年月日   発表論文誌名・学会名                                  レベル※      1st name 
L1   L2   L3   L4  □ 
L1   L2   L3   L4  □ 
L1   L2   L3   L4  □ 
L1   L2   L3   L4  □ 
L1   L2   L3   L4  □ 

※ L1:学位論文、査読付学会論文誌発表  L2:国際学会講演発表 
 L3:国内学会講演発表    L4:海大研究報告 
 1st nameによる発表の場合には□にチェックを入れる 



(様式 研-02) 

平成１８年度 一般研究テーマ申請書（１/２） 

 申請年月日 平成 18年 4月 18日 

(1) 研究テーマ名（和文） 有機スズ系船底塗料の海洋汚染への影響に関する研究 

(2) 研究テーマ名（英文） 
Actual Conditions and the Influence in Ecology of Organic Tin 
Compounds 

(3) 新規及び継続研究 

 

新規 （新規研究の場合○印） 
継続  平成 16年 4月  より継続 （研究番号 04-004） 

(4) 研 究 担 当 者 

-代表者に○印- 
○岩井道夫 

(5) 所    属 

-共同研究者が学外の場合- 
 

(6) 研 究 の 分 類 A     B     C     D     E     F     G 

(7) 研究目的と概要  
先進国における有機スズ系（TBTs）防汚剤の使用が完全に禁止されてから 10 年以上経過したにも
かかわらず環境中に残存する TBTs による海洋汚染が今なお大きな問題となっている。以前から当
研究室では各種海洋環境問題と取り組んでいるが近年特に海洋中の TBTs の挙動に注目し種々の予
備実験・調査を行ってきた。果たして環境中の TBTs 汚染は収束しつつあるのか、あるいは拡散し
ているのか未だ明らかとなっていない部分が多い。防汚物質の環境動態、つまり海洋中に放出され

た TBTs の挙動と生物などへの影響、特に TBTs と蛋白質の特異的結合について調査研究し防汚剤
による環境汚染の問題点を浮き彫りにし海洋環境を守る具体的方法を探る。 
 

(8) 研究項目と実施方法（本年度のみ）  項目(11)の必要経費の検討に必要です。 
項   目 実  施  方  法 

文献・情報収集 船底防汚塗料研究会、環境化学会、日本付着生物学会総会および研

究集会等に参加し関連情報を収集し本研究にとりいれる（継続）。

海水中での TBTsの挙動 模擬海水中への固形 TBTs系塗料片からの TBTs溶出量、および変
化を更に詳細に測定する（継続）。 

TBTsの生体への影響 海洋魚類の TBTs結合蛋白質の性質を合成化学的に調べる（継続）。
  

  

  

  

  

 



(様式 研-02) 

平成１８年度 一般研究テーマ申請書（２/２） 

 代表者氏名 岩井道夫 
(9) 期待される効果  
海洋環境汚染の要因の一つである有機スズ化合物汚染の現状と汚染防止策を研究する。より簡便な

TBTsの微量分析法を検討すると同時に、未だ明らかにされていない底泥中の船底塗料の挙動を調査し、
環境ホルモンとして改めて注目されている海洋の TBTs汚染の現状を化学的に把握し環境にやさしい防
汚剤の開発研究の原動力とする。 特に、近年その存在が明らかにされた海洋魚類中の TBTs 結合蛋白
質の構造―活性相関についてその詳細を明らかにすることはその生体への影響を明らかにすると同時

に無公害船底塗料開発の一助となる。 
(10)成果の発表見込 平成 1６年度 平成 1７年度 平成 1８年度 
発表レベル※ L1   L2   L3   L4 L1   L2   L3   L4 L1   L2   L3   L4 
1st name による発表 □  □  □  □ □  □  □  □ □  □   x  □ 
(12) 発表実績 

（H18.3.31 までの予

定も含む） 

継続研究の場合、平成 1７年度中の成果発表を記入。 
（実験結果の詳細な検討および整理中により未発表） 

年月日   発表論文誌名・学会名                                  レベル※      1st name 
L1   L2   L3   L4  □ 
L1   L2   L3   L4  □ 
L1   L2   L3   L4  □ 
L1   L2   L3   L4  □ 
L1   L2   L3   L4  □ 

※ L1:学位論文、査読付学会論文誌発表  L2:国際学会講演発表 
 L3:国内学会講演発表    L4:海大研究報告 
 1st nameによる発表の場合には□にチェックを入れる 


